
 
足立区の給与・定員管理等について 

 

１ 総括 
 
（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（２９年１月１日現在） 
歳出額(Ａ) 実質収支 人件費(Ｂ) 

人件費率

（Ｂ／Ａ） 

(参考)２７年

度の人件費率 

２８年度 
人 

６８１，２８１ 

千円 

278,881,815 

千円 

7,445,135 

千円 

34,476,973 

％ 

１２．４ 

％ 

１２．９ 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 
職員数 

(Ａ) 

給     与     費 １人当たり 

給与費 

（Ｂ／Ａ） 

(参考 )特別区

平均１人当た

り給与費 
給 料 職員手当 期末・ 

勤勉手当 

計 (Ｂ) 

２８年度 
人 

3,260 

千円 

12,518,137 

千円 

4,929,799 

千円 

5,921,369 

千円 

23,369,305 

千円 

7,168 

千円 

6,966 

※ 職員手当には退職手当を含まない。 

※ 職員数は、２８年４月１日現在の人数である。 

※ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含ま

れており、職員数には該当職員を含んでいない。 

 

（３）ラスパイレス指数の状況 

   ※ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する 

ため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政

職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（４）給与改定の状況 

①月例給 

区 分 
特別区人事委員会の勧告 給 与  国 の 

民間給与Ａ 公務員給与Ｂ 較差Ａ－Ｂ 勧告（改定率） 改定率  改定率 

２９年度 394,038円 393,512円 
 526円 

(0.13%) 

 526円 

(0.13%) 
0.13％  0.15％ 

※「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパ

イレス比較した平均給与月額である。 

②特別給（期末・勤勉手当） 

区 分 

特別区人事委員会の勧告 年  間  国の年間 

民間の支給 

割合 Ａ 

公務員の支給 

月数 Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数） 
支給月数  支給月数 

２９年度 4.52月 4.40月 0.12月 0.10月 4.50月  4.40月 

※「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の

支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。 

 

（５）給与制度の総合的見直しの実施状況について 

①給料表の見直し 

    

 

 

  ②地域手当の見直し 

 

 

   

 

 

 

 

 

  ③その他の見直し内容 

 

 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２９年４月１日現在） 

①一般行政職 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

足立区 ４１．３歳 ３１１，１５９円 ４４２，１４２円 ３９１，６７６円 

東京都 ４１．５歳   ３１４，８４１円 ４４５，０８１円 ３９６，００７円 

国 ４３．６歳   ３３１，８１６円 －   ４１０，９８４円 

特別区 ４１．６歳 ３０９，１０９円 ４２８，５４３円 ３８８，０１０円 

 

内容：地域手当の支給割合を 2％引上げ、20％に設定したことに伴い、給料月額を同率程
度引下げ。ただしⅠ類初任給までの号給については引下げなし。これらの号給付近等は引
下げを緩和。 
実施時期：平成２７年４月１日 

支給割合：国基準 20％に対し、当区においても 20％を支給。 
実施時期：平成２７年４月１日 
(参考) 
 平成２６年度の

支給割合 

  平成２７年度の支給割合 見直し後の支給

割合(H28．4.1)  4月 1日時点  遡及改定後 

国基準による 

支給割合 
18％ 18％ 18.5％ 20％ 

足立区の 

支給割合 
18％ 20％ ― 20％ 

 
 

内容：管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、見直しを実施。 
実施時期：平成２７年４月１日 
 



②技能労務職 

区 分 

公務員 民 間 参

考 

平均 

年齢 

歳 

職員数 

 

人 

平均給料 

月額     

円         

平均給与 

月額    

円 

(Ａ) 

平均給与月

額（国比較ベ

ース） 

対応する 

民間の 

類似職種 

平均 

年齢 

歳 

平均給与月

額  円 

(Ｂ) 
Ａ/Ｂ 

足立区 51.5 183 315,000 426,293 396,730 － － － － 

 うち 

清掃職員 50.8 165 313,900 428,533 396,694 廃棄物処理業 45.7歳 293,000円 1.46 

うち用務員 59.0 9 327,600 404,911 397,667 用務員 55.1歳 207,300円 1.95 

その他 55.3 9 322,400 407,289 396,589 － － － － 

東京都 49.3 1,453 293,011 395,511 363,901 － － － － 

国 50.4 2,876 287,447 － 329,358 － － － － 

特別区 51.3 308 301,181 403,092 373,588 － － － － 

 

区 分 

参 考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員 (Ｃ) 民間 (Ｄ) Ｃ／Ｄ 

足立区 － － － 

 うち 清掃職員 6,492,170 4,023,000円 1.61 

うち 用務員 6,267,613 2,818,600円 2.22 

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。 

 （平成２６～２８年の３ヶ年平均） 

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において

完全に一致しているものではない。 

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２

倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支

給された年間賞与の額を加えた試算値である。 
 

③教育職 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

足立区 ４５．７歳 ４１８，０００円 ６０９，５３６円 

東京都 ４０．７歳 ３４０，４５９円 ４４０，８６３円 

特別区 ３７．７歳 ３１８，８９８円 ４２６，４６９円 

※「平均給料月額」とは、平成２９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で 

ある。 

※「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務

手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らか

にされているものである。また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務

員と同じベース（時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。 

 

（２）職員の初任給の状況（２９年４月１日現在） 

区   分 足 立 区 東 京 都 国 

一般行政職 
大学卒 １８２，７００円 １８２，７００円 １７８，２００円 

高校卒 １４６，１００円 １４４，６００円 １４６，１００円 

技能労務職 高校卒 １３８，０００円 １４２，０００円 － 

 



（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２９年４月１日現在） 

区    分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年 

一般行政職 
大学卒 ２７１，７３８円 ３６１，６９０円 ３７４，５０４円 ４２１，５７１円 

高校卒 ２２３，７６３円 ３２０，７２５円 ３４６，６４３円 ３７１，１９６円 

技能労務職 高校卒 － － ３０８，０２９円 ３２０，０７５円 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 
 

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（２９年４月１日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
１号給の

給料月額 

最高号給の

給料月額 

８級 部  長 27人 1.2％ 336,600円 514,100円 

７級 統括課長 17人 0.8％ 283,300円 456,300円 

６級 課  長 86人 3.8％ 255,100円 442,800円 

５級 総括係長 193人 8.6％ －   428,600円 

４級 係長・担当係長・主査 425人 19.0％ 218,000円 406,800円 

３級 主任主事 825人 36.9％ 196,100円 363,900円 

２級 
相当高度の知識または経験を必要

とする業務を行う主事 
569人 25.4％ 168,600円 333,500円 

１級 上記各職務の級に属さない主事 95人 4.2％ 141,500円 300,200円 

※ 区の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

※  標準的な職務内容は、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

 

 

 

 

 

 



（２）昇給への人事評価の活用状況（足立区） 

平成 29 年 4 月 2 日から平成 30 年 4 月 1 日 

までにおける運用 
管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している 〇 〇 

 

活用している昇給区分 
昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

上位、標準、下位の区分 〇  〇 
 

上位、標準の区分  〇 
 

〇 

標準、下位の区分   
  

標準の区分のみ（一律）   
  

ロ． 人事評価を活用していない   

   活用予定時期   

 

４ 職員の手当の状況 

 

（１）期末手当・勤勉手当（２９年４月１日現在） 

足立区 東京都 国 

１人当たり平均支給額 

(２８年度) １，６９２千円 

１人当たり平均支給額 

(２８年度) １，８１０千円 
― 

＜２８年度支給割合＞ 

期末手当  勤勉手当 

 2.60 月分  1.90 月分 

 (1.45 月分) (0.90 月分) 

＜２８年度支給割合＞ 

期末手当  勤勉手当 

 2.60 月分  1.80 月分 

 (1.45 月分) (0.85 月分) 

＜２８年度支給割合＞ 

期末手当  勤勉手当 

 2.60 月分  1.70 月分 

 (1.45月分) (0.80月分) 

＜加算措置の状況＞ 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

職務段階別加算 5～20％ 

管理職加算   15～20％ 

＜加算措置の状況＞ 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

職務段階別加算 3～20％ 

管理職加算   15～25％ 

＜加算措置の状況＞ 

職制上の段階、職務の級等

による加算措置 

役職加算  5～20％ 

管理職加算 10～25％ 

※（  ）内は、再任用職員に係る支給割合 

 

〇 勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（足立区） 

平成 29 年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している 〇 〇 

 

活用している成績率 
支給可能な

成績率 

支給実績が

ある成績率 

支給可能な

成績率 

支給実績が

ある成績率 

上位、標準、下位の成績率 〇 
 

〇 
 

上位、標準の成績率 
 

〇 
 

〇 

標準、下位の成績率 
    

標準の成績率のみ（一律） 
    

ロ． 人事評価を活用していない   

   活用予定時期   



（２）退職手当（２９年４月１日現在） 

足立区 国 

＜支給率＞ 自己都合  勧奨・定年 

勤続 20 年  18.50 月分 25.50 月分 

勤続 25 年  29.00 月分 34.25 月分 

勤続 35 年  41.25 月分 49.55 月分 

最高限度額 41.25 月分 49.55 月分 

＜その他の加算措置＞ 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

＜１人当たり平均支給額＞ 

自己都合    5,096 千円 

勧奨・定年  22,576 千円 

＜支給率＞ 自己都合  勧奨・定年 

勤続 20 年 20.445 月分 25.55625 月分 

勤続 25 年 29.145 月分 34.5825 月分 

勤続 35 年  41.325 月分 49.59 月分 

最高限度額 49.59 月分 49.59 月分 

＜その他の加算措置＞ 

定年前早期退職特例措置（2～45％加算） 

 

 

 

※ 退職手当の１人当たり平均支給額は、２８年度に退職した職員に支給された平均額である。 

 

（３）地域手当（２９年４月１日現在） 

支給実績（２８年度決算） ２，６１２，９８１千円 

支給職員 1 人当たり平均支給年額(２８年度決算) ７４４，３６１円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

足立区 ２０％ ３，４６９人 ２０％ 

地域手当補正後ラスパイレス指数 

(ラスパイレス指数) 

１００．２ 

（１００．２） 

※地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方

公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。 

(補正前のラスパイレス指数×(1＋当該団体の地域手当支給率)／(1＋国の指定基準に基づく地

域手当支給率)により算出。) 

 

（４）特殊勤務手当（２９年４月１日現在） 

支給実績(２８年度決算) ３６，４５２千円 

支給職員１人当たり平均支給年額(２８年度決算) ５７，７７０円 

職員全体に占める手当支給職員の割合(２８年度) １８．２％ 

手当の種類（２８年度手当数） ４種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

（28 年度決算） 

支給単価 

特殊現場業務手当 建築・土木 足場 10m 以上 37 千円 日額 390 円 

防疫等業務手当 保健師 Ⅰ類感染症・結核 17 千円 日額 230～390 円 

福祉事務所業務手当 事務・福祉・介護指導 訪問指導・面接 8,791 千円 日額 300～460 円 

清掃業務手当 作業・自動車運転 廃棄物処理 27,606 千円 日額 700 円 

 

（５）時間外勤務手当 

支給実績（２８年度決算） １，２１１，４５１千円 

職員１人当たり平均支給年額（２８年度決算） ３７７千円 

支給実績（２７年度決算） １，１３３，６４４千円 

職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算） ３５５千円 

  ※職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績(２８年度決算)」と同じ年

度の４月１日現在の総職員数(管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とな

らない職員を除く。)であり、短時間勤務職員を含む。



（６）その他の手当（２９年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同 

国の制度と異

なる内容 

支給実績 

（２８年度決

算） 

支給職員１人当た

り平均支給年額

（２８年度決算） 

扶養手当 

・配偶者        13,700 円 

・配偶者を欠く第一子 13,700 円 

・配偶者を除く扶養親族のうち 

2 人まで         6,000 円 

・その他の扶養親族    6,000 円 

・16 歳～22 歳の子がいる場合の 

加算           4,000 円 

異なる 支給金額（配

偶者 13,000

円、その他の

親 族 6,500

円等） 

224,112 

千円 

187,541円 

住居手当 

年齢に応じて 8,300～27,000 円
(借家・借間） 

異なる 内容・金額

( 賃 貸 住 宅

27,000 円限

度 等） 

155,813 

千円 

79,375円 

通勤手当 

・交通機関利用者(電車、バスなど)

…運賃相当額(原則６カ月定期券

額)※１カ月当たりの支給限度額    

55,000 円 

・交通用具使用者(自転車など)…

使用距離に応じて支給 

異なる 交通用具使

用者の支給

額等 

403,996 

千円 

134,665円 

管理職 

手当 

職に応じて 64,700～142,400 円 

 

異なる 支給額等 191,892 

千円 

1,296,596円 

初任給 

調整手当 

医師の医大卒業後期間に応じて

118,000～268,500 円 

異なる 支給対象者

等 
10,147 

千円 

2,536,800円 

休日給・

夜勤手当 

休日･夜間(午後 10 時～翌日午前

５時)の勤務に対し支給 

同じ 
－ 84,315 

千円 

195,175円 

宿日直 

手当 

宿直･日直の勤務時間数に応じ、 

１回 4,450～10,900 円 

異なる 支給単価等 4,324 

千円 

30,891円 

管理職員

特別勤務

手当 

・週休日又は休日 
部長級 12,000円(6時間超 18,000円) 

課長級 10,000円(6時間超 15,000円) 

・週休日又は休日以外 
部長級 6,000 円  課長級 5,000 円 

異なる 支給単価 

 
380千円 190,000円 

義務教育

等教員特

別手当 

義務教育等の教育職員に、職務の

級号給に応じて支給 

－ － 913千円 83,089円 

単身赴任 

手当 

月額 30,000 円(交通距離の区分に

より加算額 6,000～14,000 円) 

異なる 支給額等 1,056千円 528,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 特別職の報酬等の状況（２９年４月１日現在） 

 
区  分 給料月額等 （参考）特別区における最高／最低額 

給 

料 

区 長 １，０７８，８００円 1,254,900円 － 973,500円 

副区長   ８６４，９００円 1,013,500円 － 827,500円 

報 

 

酬 

議 長   ９４９，０００円 956,000円 － 860,300円 

副議長   ８１３，０００円 813,300円 － 755,200円 

議 員   ６１９，０００円 621,000円 － 588,300円 

期 

末 

手 

当 

区 長 （２８年度支給割合） 

３．１９月分 副区長 

議 長 
（２８年度支給割合） 

３．５５月分 
副議長 

議 員 

退 

職 

手 

当 

区 長 
（算定方式） 

1,078,800円×在職年数×450/100 

（１期の手当額） 

  19,418,400円 

（支給時期） 

任期ごと 

副区長 864,900円×在職年数×315/100 10,897,740円 任期ごと 

※ 退職手当の「１期の手当額」は、４月 1日現在の給料月額及び支給率に基づき、 

１期（４年＝４８月）勤めた場合における手当の見込額である。 

 

６ 職員数の状況 
 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由             （各年４月１日現在） 

    区 分 

部 門 

職  員  数 
対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 平成２８

年 

平成２９ 

年 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議  会 16 16 0  

総  務 602 609 7 マイナンバー関連業務の増 

税  務 111 113 2 職員育休取得による任期付職員増 

労  働 12 12 0  

農林水産 5 5 0  

商  工 43 41 -2 定員適正化による減 

土  木 427 426 -1 土木業務執行体制見直しによる減 

民  生 1,330 1,325 -5 保育所民営化による増 

衛  生 458 454 -4 保健所窓口業務委託による減 

計 3,004 3,001 -3 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 43.94 人 
（特別区の人口１万人当たりの職員数 55.91 人） 

教育部門 256 258 2 発達支援相談体制強化による増 

小 計 3,260 3,259 -1 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 47.72 人 
（特別区の人口１万人当たりの職員数 62.85 人） 

公営企業等会計部門 

 
その他   65   86  21 介護事務執行体制強化による減 

小 計   65   86  21  

合 計 

［条例定数］ 

3,325 

[3,279] 

3,345 

[3,253] 

 20 

[-26] 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 48.98 人 

※ 職員数は一般職に属する職員数である。［ ］内は、条例定数の合計である。 



（２）年齢別職員構成の状況（２９年４月１日現在） 

 

 

区分 

20 歳 

未満 

20 歳 

～ 

23 歳 

24 歳 

～ 

27 歳 

28 歳 

～ 

31 歳 

32 歳 

～ 

35 歳 

36 歳 

～ 

39 歳 

40 歳 

～ 

43 歳 

44 歳 

～ 

47 歳 

48 歳 

～ 

51 歳 

52 歳 

～ 

55 歳 

56 歳 

～ 

59 歳 

60 歳 

以上 

 

 計 

職員数 1 66 227 371 298 288 291 402 391 396 450 164 3,345 人 

 

 

（３）職員数の推移 
    年度 

部門別 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 
過去 5 年間の 

増減数（率） 

一般行政 3,171 3,096 3,040 2,997 3,004 3,001 ▲170（▲5.4％） 

教育 243 260 261 255 256 258   15（6.2％） 

普通会計計 3,414 3,356 3,301 3,252 3,260 3,259 ▲155（▲4.5％） 

公営企業会計計 133 134 133 99 65 86 ▲47（▲35.3％） 

総合計 3,547 3,490 3,434 3,351 3,325 3,345 ▲202（▲5.7％） 

※ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 


